
富山県トライアスロン協会規定 

第一章  総則  

第１条  【名称】  

本会は、富山県トライアスロン協会（略称 TTA；Toyama Triathlon Association）と称す

る。 

  

第２条  【事務局】  

本会は、事務局を富山県に置く。 

  

第二章  目的及び事業  

第３条  【目的】   

本会は、富山県における、トライアスロン、デュアスロン及びそれらの関連競技（以下、総

称としてトライアスロンという）を統轄し、代表する団体として、トライアスロンの普及及び振

興を図り、生涯スポーツとして、トライアスロン競技者の心身の健全な発展に寄与すること

を目的とする。 

  

第４条  【事業】   

本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) トライアスロン富山県選手権大会及びその他の競技の実施  

(2) トライアスロンに関する講習会の開催、指導者及び審判員の養成  

(3) トライアスロンに関する競技の安全の為の研究及び指導  

(4) トライアスロンに関する国内外競技会等に対する代表選手の選定及び派遣  

(5) 富山県のトライアスロン競技界を代表し、富山県体育協会、日本トライアスロン連合

（ＪＴＵ）、北信越トライアスロン協議会（ＨＢＣ）に加盟すること並びに関係団体とその事

業への協力  

(6) その他、本会の目的を達成するために必要な事業  

  

第三章   資産及び会計  



第５条  【資産の構成】   

本会の資産は次のものとする。 

(1)本会所有の財産目録に記載された財産（大会使用物品など・・・・）  

(2)会費  金額は別に定める 

(3)事業に伴う収入  

(4)大会からの協力費  

(5)刊行物、広告等の収入  

(6)賛助会費の収入  

(7)寄付金、補助金収入  

(8)その他の収入  

  

第６条  【資産の管理】   

本会の資産は、会計が管理し、うち現金は理事会の議決を経て預金とする等、確実な方

法により会計が保管する。 

  

第７条  【収支決算】  

1, 本会の収支決算は会計が作成し、事業報告及び決算報告とともに、監事より監査を

受け、理事会の承認を受けて、毎会計年度終了後、２ヶ月以内に報告しなければならな

い。 

2, 本会の収支決算に剰余金があるときは、理事会の承認を経て資産に編入し、翌年度

に繰り越すものとする。 

  

第８条  【会計年度】   

本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。  

  

第四章  役員及び会員  

第９条  【役員】   

1, 本会には次の役員をおく。 



(1) 会長            1 名  

(2) 副会長        2 名以内  

(3) 理事長        1 名  

(4) 副理事長    2 名以内  

(5) 事務局長     1 名  

(6) 会計        1 名  

(7) 理事 (委員 )  若干名  

(8) 監事           2 名以内  

(9) 相談役        若干名  

2, 市町村体育協会加盟の団体がある場合は、各団体より原則として１名以上の理事を

選任する。 

3, 会員の中から公益社団法人日本トライアスロン連合代表社員を選出する。  

4, 理事の中から北信越ブロック協議会の理事を必要数選出する。なお市町村体育協会

加盟の団体がある場合は、各団体より１名以上が選出されるよう努めるものとする。  

  

第１０条  【役員の選任】   

1, 会長、副会長、理事長、副理事長、事務局長及び監事は総会において選任する。   

2, 理事は、総会において、次の各号に掲げる者の中から選任し、理事会を構成する。  

(1)会員及び賛助会員  

(2)学識経験者  

(3)各加盟団体の推薦を受けた者  

3, 理事及び監事は相互に兼任できない。 

  

第１１条  【役員の職務】   

1, 会長は本会の事業を総括し、本会を代表する。  

2, 副会長は会長を補佐し、会長が空席、不在または事故等によりその職務の執行が不

可能と判断されたとき（以下「空席のとき等」という。）は、副会長がこれを代行する。  

3, 副会長が空席のとき等は理事長が、理事長が空席のとき等は副理事長がこれを代行



する。 

4, 理事長は理事会を組織し、本会の事業を議決し執行する。 

5, 本会事業を運営するために、委員会を設けることができる。必要に応じて別途定め

る。 

  

第１２条  【監事の職務】   

監事は、本会の事業及び会計に関し、次の各号に規定する職務を行う。 

(1) 資産の状況を監査すること。 

(2) 資産の状況または、事業の執行について不正の事実を発見したとき、これを理事会

に報告すること。 

(3) 前号の報告をするため、必要があるときは理事会を招集すること。 

  

第１３条  【役員の任期及び報酬】   

役員の任期は２年とする。ただし再任を妨げない。 

2, 役員は、任期満了後でも後任者が就任するまでは、その職務を行う。 

3, 補欠または増員による役員の任期は、前任者または現任者の残任期間とする。  

4, 職務に関する経費は支給することがある。 

  

第１４条  【役員の解任】   

  役員は、次の各号の一つに該当するときは、理事の３分の２以上の議決により、役員を

解任することができる。 

(1) 心身の故障のため、職務の執行に耐えないと認められるとき。 

(2) 職務上の義無違反、その他役員たるにふさわしくない行為があると認められるとき。 

  

第１５条  【会員・賛助会員】   

1, 会員は本会の趣旨に賛同し、心身ともに健全な者で、入会を申し出、会費を納入した

者は会員となることができる。 

2, 賛助会員は本会の趣旨に賛同し、本会の事業を援助する個人または団体。  



3, 除名は次の各号の一つに該当するとき、理事の３分の２以上の議決により会員を除名

する事ができる。 

(1)会員としての規定に違反したと認められる行為があると認められるとき。  

(2) 会員としての義務違反、その他会員たるにふさわしくない行為があると認められる

時。 

(3)会費を 2 年以上滞納した時。 

(4)この場合、その会員に対し理事会にて弁明の機会を与える。 

  

第１６条  【事務局】   

1, 本会の事務を処理する事務局をおく。 

2, 職員は、理事会の承認を得たうえで、会長が任命する。待遇については必要に応じ定

める。  

  

第五章  総  会  

  

第１７条  【総会】  

  

1, 総会は年１回会長が招集する。ただし、会長代行で理事長がその職務に代行できる。

また、必要と認めたときは、臨時に開催できる。 

総会の議長は、会議のつど、出席会員の互選で定める。 

2, 総会は、会員の２分の１以上の出席をもって成立するものとする。ただし、書面をもっ

てあらかじめ意志を表明した者は出席とみなす。  

3, 総会の議決は、出席者の過半数をもって行う。ただし、可否同数の場合は、議長の決

するところによる。 

4，総会をホームページでの公開  (事業内容・決算報告・役員など) とした場合は、質疑

応答を交え指定の期日まで反対意見 (半数以上 )がない場合、総会の成立とする。 

5，総会では、次の事項を附議する。 

(1) 役員選出に関する事項  



(2) 事業報告及び事業計画に関する事項  

(3) 収支予算及び収支決算に関する事項  

(4) その他重要な事項  

  

第六章  理事会  

第１８条  【理事会】   

1,理事会は、必要に応じて理事長が開催日の７日前までに通知し招集する。  

2,理事会の議長は理事長が指名する。 

3,理事会は、理事の２分の１以上の出席をもって成立するものとする。 

ただし、書面（Ｅ－ｍａｉ ｌ含む）をもってあらかじめ意志を表明した者は出席とみなす。   

3, 理事会の議決は、出席者の過半数をもって行う。ただし、可否同数の場合は、議長の

決するところによる。 

4, 理事会では、次の事項を附議する。  

(1) 規定に関する事項  

(2) 事業報告及び事業計画に関する事項  

(3) 収支予算及び収支決算に関する事項  

(4) 資産、借入金についての事項  

(5) その他総会に附議する事項  

  

第七章  書類及び帳簿の備付等  

第１９条  【書類及び帳簿の備付】   

 本会に次の書類及び帳簿を備え付けなければならない。 

(1) 規定  

(2) 役員及びその他の名簿  

(3) 資産台帳及び負債台帳  

(4) 収入支出に関する帳簿及び証拠書類  

(5) 総会及び理事会の議事に関する書類  

(6) その他必要な書類及び帳簿  



  

第八章  補則  

第２０条  【解散】   

 本会の解散は、理事の４分の３以上の議決を受けなければならない。  

  

第２１条  【補則】   

 この規定についての細則は、理事会の議決を経て、別途定める。 

  

付則 1、この規定は、平成 18 年 4 月 4 日から施行する。 

付則 2、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

付則 3、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

付則 4, 令和  6 年 4 月 1 日から施行する。 

 


